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不動産テック協会
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リーウェイズ株式会社 代表取締役 巻口 成憲

１９７１年新潟県生まれ。新潟県立新潟高等学校卒業、立教大学大学院修士課程修了、
早稲田大学大学院修士課程修了。

宅地建物取引士、不動産コンサルティングマスター、CCIM（米国商業不動産投資顧
問）、MBA、MFcS

不動産テック協会代表理事
新聞配達専売員＞国内投資不動産デベロッパー＞KPMGコンサルティング＞トーマツ
コンサルティングを経て2005年中古不動産事業を手がけるREISM株式会社設立に取締
役CFOとして参画。セミナー販売のみで売上高100億円の事業に成長させる。2014年
さらなる業界改革を目指し、不動産情報化事業を手掛けるリーウェイズ株式会社を設
立し、代表取締役CEOに就任。
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株式会社コラビット 代表取締役 浅海 剛

システムエンジニア出身。SaaS事業にて起業後、ITスタートアップ取締役CTO、
Yahoo!Japanにて新規サービス責任者を経て、コラビット代表取締役に就任。

エンドユーザーとして感じた住宅流通の課題を解決するため、エンドユーザー向けAI
査定サービスHowMaを運営。既存住宅に対する検討の入り口を広げることで、流通
の活性化を目指す。同社のAI査定エンジンは不動産事業者や金融機関にも利用され、
その査定総額は100兆円を超える。不動産テック協会理事を兼任。
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アメリカの不動産情報ストック
全米には約９００のＭＬＳ（Ｍｕｌｔｉｐｌｅ Ｌｉｓｔｉｎｇ Ｓｅｒｖｉｃｅ）が存在おり。
不動産エージェントへの物件情報搭載ルールの徹底や各種履歴情報サービスとの連携で透明性の
高い充実した情報提供を実施している。ＭＬＳは全米のあらゆる不動産物件の履歴情報サービス
と連動しており、過去の売買履歴や周辺の地域情報、地盤情報、市場分析レポートなどを入手す
ることが出来る。

出典：米国不動産流通システムの概要と我が国の不動産流通市場への示唆

顧客の意向によって、物件
情報をMLS登録非登録の選
択肢が用意されており、
個人の情報に関わる権利は
確保されつつ、公開希望の
不動産情報は広く公開され
不動産事業者以外にも解放
されることで透明性が担保
される仕組みが構築されて
いる。
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取引データ・税金データが公開されている取引データ・税金データが公開されている

出典：「不動産に係る情報ストックシステム基本構想（参考資料）」平成２６年３月 国土交通省 土地・建設産業局不動産業課6



Most popular real estate websites
Most popular real estate websites in the United States as of 
May 2018, based on monthly visits (in millions)

https://www.statista.com/statistics/381468/most-popular-
real-estate-websites-by-monthly-visits-usa/

Zestimate
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不動産データを取り巻く課題
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出典「不動産流通に係る主な施策等について」 平成30年11月8日 土地・建設産業局不動産業課 9



REINSの課題

http://www.keieiken.co.jp/monthly/2019/0116/ を基に発表者作成

REINSは外部公開されたAPIは存在せず、宅地建物取引業
業者すら利便性がある形で情報を利用できる環境は整備されていない
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透明性の低さによる不動産取引の問題
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○「不適切融資のスルガ銀、一部業務停止６カ月」 2018年10月6日 読売新聞

○「『第二のスルガ』西武信金と森信親」 2018年10月号LIFE FACTA ONLINE
<https://facta.co.jp/article/201810044.html>

○「金融庁の地銀検査、不正防止に照準 20行以上を対象に」
2018年8月7日 日本経済新聞

<https://www.nikkei.com/article/DGXMZO33908680X00C18A8EE9000/>



ユーザーの可視化に関するニーズ

マッチング

マッチング

可視化

可視化

可視化

マッチング

可視化

ディスカウント

ディスカウント

マッチング

マッチング

Real Estate Tech サービス提供の実態と地方圏における活用可能性に関する研究 https://www.mlit.go.jp/common/001259693.pdf
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出典：不動産流通市場における情報整備のあり方研究会「不動産に係る情報ストックの整備について」
平成２４年８月 国土交通省土地・建設産業局不動産業課 13



出典「不動産流通に係る主な施策等について」 平成30年11月8日 土地・建設産業局不動産業課 14



出典「不動産総合データベースについて」平成28年3月国土交通省 土地・建設産業局 不動産業課

・価格や評価に必要なデータが限定的
・データ量が少なく、かつ分析できない情報のみ
の提供にとどまる。（次ページ）
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出典：不動産流通市場における情報整備のあり方研究会「不動産に係る情報ストックの整備について」
平成２４年８月 国土交通省土地・建設産業局不動産業課

・アンケート調査ベースのため、データ数が圧倒
的に少ない
・データが一部しか開示されていないので、分析
に利用できない
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情報の階層
不動産情報基盤の情報は３つのレベルに分類される

データ定義 具体例 取り組み 米国 日本

LEVEL
1

マスターデータ
（物件に一意に
紐づく静的な情
報）

・物件住所
・物件属性
・物件履歴
・登記情報
・周辺情報

・レインズ
・不動産統合バンク
・不動産情報
コンソーシアム
・各市区町村

MLSで
整備 着手中

LEVEL
2

マーケットデー
タ
（時系列変化す
る相場等動的な
情報）

・レントロール
・賃料/売買相場
・現況ステータス
・地域空室率
・季節変動性

・民間事業者
MLSで
整備 未整備

LEVEL
3

トランザクショ
ンデータ
（取引時に派生
する行動履歴等
動的な情報）

・ユーザー物件
指向性
・リーシング力評価
・事業者別値引性向
・セルスコア
・バイスコア

・民間事業者

民間事業
者が提供 未整備
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LEVEL1によって実現できる未来

エンドユーザー 不動産事業者 行政機関

情報の透明性アップ
納得できる取引

業務効率化
場所に縛られない働き方

業務効率化

直接出向く必要がある業務が多数存在
・水道引き込み管図の確認
・公課証明書の取得
・周辺建築計画概要の確認
・道路台帳平面図の確認
・埋蔵文化財保護法の指定区域について確認
・法定点検資料（消防点検報告書・建築設備定期検
査・特定建築物定期調査など多数）の確認

不動産取引が発生する都度、複数回の窓口
対応業務が発生

不十分・不正確な情報を元に判断が必要
・事前の重要事項説明はほぼ行われておらず、契約
当日に重要事項説明を受けることになる
・不動産ポータルサイトなどでは十分な情報が得ら
れず、比較検討のために不動産事業者に確認する必
要がある

課
題

解
決

十分な情報を元に判断が可能に
・重要事項説明と同レベルの調査が容易に実施でき
るようになれば、検討初期から重要な情報を元にし
た比較検討・判断が可能になる

多くの調査業務をスムーズに遂行可能
・重要事項説明に要する調査業務がスムーズに完了
する
・調査コストが低下するため、検討中の顧客に対し
ても早い段階で情報提供が可能となる
・現地へ強制的に出向く必要が減少し、場所に縛ら
れない働き方が可能になる

従来の窓口業務の多くが自動化
・不動産取引毎、不動産事業者毎に発生していた窓
口対応業務が激減

マスターデータに紐付ける形で
様々な行政データをDB化
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「中古住宅流通促進・活用に関する研究会」報告書 取りまとめ

「中古住宅流通促進・活用に関する研究会」報告書取りまとめ後の取組紹介

「経済的耐用年数」が考慮されているため、金融機関が担保価値評価に活用し、中古物件が
市場に流通しやすい査定制度が規定されている。
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REINSデータ問題の整理

物件囲い込みの遠因

・REINS物件が一般公開されていないため、
囲い込みのための「売り止め」を看過でき
ない。
・「専任外し」など、不動産業界特有の取
引慣行によって物件情報が囲い込まれる。

顧客の判断材料の不足

・顧客自身がREINSを見ることができないた
め、不動産会社が望む物件（両手取引）を
優先的に紹介されている。

顧客の判断材料の不足

・データの蓄積が不十分であるため、不動
産価格の妥当性の分析ができず、顧客が客
観的な物件評価を行う方法がない。

流通の阻害

中古物件が評価できない

・データが公開されていないため、不動産
事業者以外が分析を行えず、金融機関の融
資がつきにくいため、中古が流通できない。
・不動産流通に重要な経済的耐用価値が分
析できない。

データ活用阻害
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参考情報
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JLL 2018年版グローバル不動産透明度インデックス

https://www.joneslanglasalle.co.jp/content/dam/jll-
com/documents/pdf/research/apac/japan/greti-2018.pdf 22



サブインデックス
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プラス評価

Source:JLL
https://www.joneslanglasalle.co.jp/content/dam/jll-com/documents/pdf/research/apac/japan/greti-2018.pdf
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マイナス評価

Source:JLL
https://www.joneslanglasalle.co.jp/content/dam/jll-com/documents/pdf/research/apac/japan/greti-2018.pdf
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サブインデックス
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日本の透明性向上は下がっている

The leap in the rankings is mostly thanks to the new “Sustainability” 
sub-index, which was newly added in the 2018 survey. Japan actively 
promotes green buildings, as can be seen in the development of the 
Building-Housing Energy-efficiency Labeling System, and was ranked 
3rd in the “Sustainability” category. These efforts were evaluated 
highly, and helped boost the country’s overall ranking. When 
evaluated on the traditional five sub-indices, however, Japan comes 
in 21st —two places lower than in the previous Index.

ランキングの飛躍は、主に2018年の調査で新たに追加された新しい「持続
可能性」サブインデックスのおかげ。日本は、建物-住宅のエネルギー効率
ラベルシステムの開発に見られるように、グリーンビルを積極的に推進して
おり、「持続可能性」カテゴリで3位にランクされた。これらの取り組みは
高く評価され、国全体のランキングを高めるのに役立ったた。ただし、従来
の5つのサブインデックスで評価した場合、日本は21位で、前回のインデッ
クスよりも2位低くなっている。
JLL https://www.joneslanglasalle.co.jp/en/trends-and-insights/cities/japan-improved-transparency-ranking-14th-in-greti2018
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Japan still hurting for information disclosure

日本にはどのような問題がありますか？インデックスの調査により、6つの問題が明
らかになりました。日本は3つのサブインデックスで好成績を記録し、「サステナビ
リティ」で3位、「パフォーマンス測定」で5位、「規制および法的」で17位となっ
ています。
しかし、他の3つのサブインデックスでは国のランキングは低いままです。日本は
「上場法人のガバナンス」で31位、「取引プロセス」で35位、「市場ファンダメン
タルズ」で36位にランクされました。
これらの悪い結果は、主に日本で取引に関する情報やデータの開示が落ちたためで
す。
たとえば、サブインデックス「上場法人のガバナンス」では、一般企業が所有する
不動産に関するデータが市場に公開されていないため、国はランキングが下げられ
ました。 「取引プロセス」では、日本の土地登記システムは正確性と対象範囲の点
で評判が高いですが、記録簿には取引価格に関する情報は含まれていません。さら
に、テナントの一般的なサービス料金に関する情報は完全に空白です。これも日本
を引き下げています。 「市場ファンダメンタルズ」の低いランキングは、利用可能
なデータが非常に少ないためです。たとえば、非上場ファンドのインデックスは未
開発のままです。
JLL https://www.joneslanglasalle.co.jp/en/trends-and-insights/cities/japan-improved-transparency-ranking-14th-in-greti2018
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